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内
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第３次行財政改革の３つの柱である「協働型行政への転換」、「行政運営の改革」、「健全な財政運営の確立」に基づき、
市の行財政システムをより簡素で効率的なものへと改善し、自主自立した自治体経営をめざす。また、市民との協働によ
るまちづくりを推進し、様々な主体が地域を支えあう市政の構築をめざす。

第４次行財政改革大綱に基づき、「協働型行政の推進」、「行政運営の改革」、「持続可能な財政構造の実現」の３つの視
点から、市民目線での体質改善型の改革を進める。また、平成２４年度に見直しを行った行政評価のさらなる活用方法
について検討を進める。
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本事業は行財政改革大綱をはじめとした各種計画に基づき、行政運営の仕組みを絶
えず改善していくものであり、大変貢献している。A

第３次行財政改革大綱の未達成項目は第４
次大綱において引き続き取り組む必要があ
る。また、公開事業評価事業は対象事業が少
なく、効率的な運営を検討する必要がある。
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・第３次行財政改革大綱の計画期間が終了する平成２４年度末までに、実施計画の各取組み項目の達成をめざす。
・第４次総合計画の下に各課の事業を再編成し、行政評価システムをより使いやすく効果的なものに改善する。
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第３次行財政改革の３つの柱である「協働型行政への転換」、「行政運営の改革」、「健全な財政運営の確立」に基づき、
市の行財政システムをより簡素で効率的なものへと改善し、自主自立した自治体経営をめざす。また、市民との協働に
よるまちづくりを推進し、様々な主体が地域を支えあう市政の構築をめざす。
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直営 平成10年度 河内長野市行政改革推進委員会運営要綱

市が実施する事業

第４次行財政改革大綱平成２５年度版実施計画書の目標達成に向けて、実施項目を着実に推進する。また、毎年計画
内容を見直し、新たな課題を実施項目に追加するなど、変化に対応しながら取組みを進めるとともに、上半期終了後に
中間評価を行い、年度内の達成に向け必要に応じて各課ヒアリングを実施するなど、進行管理に重点を置く。
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平成２５年度以降の市の行財政改革の方向性を「第４次行財政改革大綱」にまとめるとともに、大綱の取組み項目の進
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事業：行財政改革事業                           

行政経営全体のＰＤＣＡサイクルの再構築に向けた取組みの一環として、評価方法の見直しや各事務事業

と総合計画との関連付けを行うなど、現行の行政評価の改善を図った。 

また、第３次河内長野市行財政改革大綱の実施期間が平成２４年度で終了することから、大綱に基づく具

体的な取組みをまとめた同大綱実施計画及び第２次財政健全化プログラムの各項目について、実施期間内の

計画達成に努めた。 

さらに、地方分権時代にふさわしい自立した元気のあるまちづくりをめざし、市民と行政が共に考え、そ

れぞれの責任と役割を果たす新たな自治の仕組みづくりを推進するとともに、新たな時代に対応できる持続

可能な財政構造を構築する必要から、第３次での基本方針を踏襲しながら新たな課題についても検証を行い、

平成２５年度以降の行財政改革の指針となる第４次河内長野市行財政改革大綱を策定した。 

 

細事業：行財政改革推進事業                            

１．第３次河内長野市行財政改革の進捗管理 

重点的に実施すべき項目については定期的に進捗状況の調査を行うなど、第３次河内長野市行財政改革大綱

実施計画及び第２次財政健全化プログラムに基づく改革の取組みを計画的かつ着実に推進するため、進行管理

を行った。 

 

２．第４次河内長野市行財政改革大綱の策定 

本市を取り巻く社会経済環境等を踏まえながら、新たな課題についても検証を加え、「協働型行政の推進」、

「行政運営の改革」、「持続可能な財政構造の実現」の３つの視点で平成２５年度から平成２９年度までの５年

間の行財政改革の取組みを、第４次河内長野市行財政改革大綱としてとりまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第４次河内長野市行財政改革大綱の体系図＞ 

３．行政改革推進委員会の開催 

社会経済情勢の変化に対応し、市民ニーズにあった自主性・自立性の高いまちづくりを進めるため、市民や

学識経験者からなる「行政改革推進委員会」を開催し、外部の視点からの意見を今後の行政運営の参考とした

（平成２４年７月２０日及び平成２５年２月１５日の２回開催）。 

 

Ⅰ.協働型行政の推進 Ⅱ.行政運営の改革 Ⅲ.持続可能な財政構造の実現 

【重点項目】 
１．市民参加の促進  
２．市民協働の促進 
３．危機事象への対応 
※各重点項目に具体的な 
「取組み項目」を設定 
 

【重点項目】 
１．成果重視の行政経営の推進 
２．事業の実施体制の最適化 
３．サービス提供方法の最適化 
４．人材育成 
※各重点項目に具体的な 
「取組み項目」を設定 

 
 

【重点項目】 
１．財源の確保 
２．特別会計の経営健全化 
３．公共施設・財産などの 

適正管理 
※各重点項目に具体的な 
「取組み項目」を設定 

 
 

 

１．新たな公共に向けた 

「協働型行政の推進」 

２．「選択と集中」による 

行政運営の推進 

３．安定した財政基盤 

の確立 
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項目 
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第４次行財政改革大綱実施計画 

財政体質改善プログラム 

第４次行財政改革大綱 

 ～市民と共に進める新たな自治の創造～「わがまちの魅力アップに向けて」 
 


